




































































1985 4 1.65 2.35 41%
1989 6.4 3.3 1.2 52%
1995 8 3.3 4.7 41%
1997 29.6 9.6 20 32%
2000 34 13 21 38%
2005 93.3 23.3 70 25%
2010 190.5 63.22 126.78 33%
2014 351.84 180.96 170.88 51%


































































































































第１期 122 27 22% 2 7%
第２期 204 39 19% 6 15%
第３期 336 44 13% 4 9%
第４期 160 24 15% 4 17%
第５期 318 43 14% 9 21% 内58
第６期 349 40 11% 2 5% 152 28 18% 6 21%
第７期 2期合計 66 5 220 29 13% 7 24%
第８期 754 54 2 178 31 17% 9 29%
第９期 42 1 185 31 17% 8 26%
第10期 43 5 98 396 73 18% 13 18%
第11期 473 65 667 50 7% 29 58%
第12期 57 565 94 17% 22 23%
第13期 47 601 88 15% 13 15%












































































































































































































第11期 中国 アメリカ カナダ イギリス ドイツ
北京 5 5
上海 6 3 3
天津 1 1
江苏 22 15 4 2 1
浙江 16 8 7 1
广东 6 3 3





国籍 65 42 19 2 1 1






























国籍 総数 中国 アメリカ カナダ イギリス ドイツ 日本 中国・台湾 シンガポール オーストラリア
第11期 65 42 19 2 1 1
100% 65% 29% 3% 2% 2%
第12期 57 37 11 4 0 1 2 1 1
100% 65% 19% 7% 0% 2% 0% 4% 2% 2%
第13期 47 28 12 6 0 0 1
100% 60% 26% 13% 0% 0% 2%
出所：11期から13期の創業人材名簿より独自に作成。
18「青年千人陆骏造假事件」http://news.sciencenet.cn/news/sub16.aspx?id=1152。
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2011，17ページ）。このほか，2011年時点ではあるが，中共中央組織部人材工作局が千人計画につ
いておこなった状況調査の中では，１．業績評価の公平性，２．科研費の配分の問題，3．定年60
歳の問題，４．給与に関する問題，５．融資制度（特に創業）の問題，６．国内研究者との不公平
感の問題，７．契約終了後の継続問題などが指摘されている（杜・趙，2015，140ページ）。
２）地方における類似の計画との競合
　中央レベルの計画と，地方レベルの計画が重複し，地域間競争を引き起こしている。特に，地方
の国立大学では千人計画の人材を引きいれることはきわめて難しく，上海のように，呼ばなくても，
人々が暮らしたいと考える生活基盤の整った地域とそれ以外の遅れた地域とでは人材を確保するた
めに必要とする経費に差が生ずる。地方大学は破格の待遇を用意しなければ人材を確保できない状
況は，千人計画にとどまらない。これはいかなる計画においても，同様にみられ，各地域が国家予
算を受け入れる受け皿を作る上で，人材の奪い合い状況が起こっている。何よりも，こうした傾向
は国家の研究費予算を引き受けるために，さらなる支出を必要とする状況を作り出している。
　名前だけあたかもその単位に所属するかのように看板をかけて，名をあげようとする状況も一部
に見られるという。投下した予算に対する実質的な成果がないまま，莫大な予算が使われていくこ
とに，一部の研究者が疑問の声を上げているが，実質的なチェックは行われていない。
３）波及効果は限定的
　トップ10の大学に集中的に国家予算が投下されている。千人計画は１人選ばれると，大学に
2000万元の予算が投下されるという事例が報告されており，大学にとってきわめてメリットの大
きい計画である。しかし，青年千人，シニア千人はトップ10の大学研究機関に応募者が集中し，す
でに一部の大学では採用がストップしている。青年千人計画で選ばれた日本人研究者として復旦大
学に在籍するHさんによれば，教員は1.5倍になったけれど，学生数は従来のままのため，研究室
ごとの院生の奪い合い状態になっており，院生のいない研究室もあるという。理系で院生のいない
研究室は研究ができない状況でもあり，研究費が終わったら，あとは研究が続かないという。表２
にみるように，復旦大学では第11期（2015年採用）の青年千人計画だけで29名もの採用があり，
領域は生命科学や数学に集中している。こうした人材は一部はテニアであり，一部は任期付きだが，
テニアである場合には40歳以下でこれだけの人数を抱え，今後継続的な支出（給料は上がらない
ものの，年間40万元という支出が一人に対して支払われることになる）が必要であり，10年後，
20年度のノーベル賞を目指して，青年を大量に雇用することの弊害が出てくる可能性がある。
４）人事管理の不透明感
　いったん受け入れた人材と国内の従来の組織との矛盾を解決しきれず，結局宝の持ち腐れという
事態を招く。海外から受け入れた優秀な人材は短期間に多くの成果を残し，既得権益をもつ組織の
脅威となる。得ている俸給に見合う働きをすればそれは当然だが，そのことに対して，人事管理を
通じて，国内から巻き返しを図ろうとするが，その際の進め方が不透明な場合には，受け入れた人
材の不満を呼び起こすことになる（生物360，2014年11月25日）。
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５）組織対応の不十分さ
　新たに組織をグローバル対応として立ち上げた場合と，従来の組織をそのままグローバル対応に
しようとした場合では状況が異なるのだが，従来組織の編成替えの場合には英語のできる事務職員
が足りず，手続きすべてを自分でやらなければならない外国人にとっては，きわめて困難な状況が
生ずる。大規模大学では，外国関連業務は外事弁公室が一括して事務処理を行うが，千人計画のよ
うに，各学部単位の受け入れの場合には，このあたりの関係がもう一つ明確になっていないようで
ある。同僚や国内の親族が手伝ってくれない限り，機材一つ買い入れることができないと言う状況
になってしまう。あるいは，降りてきた予算を別枠で使用してしまう研究機関もあるという19。
　科研費の作成には国内人材と外国籍人材が申請できるものに違いがあり，外国籍人材が申請でき
るものは競争が厳しいという。すべての科研費申請が英語での申請を必ずしも認められていないな
ど，中国語を前提にしているため，千人計画以外のところで対応が必ずしも十分ではない。受け入
れる前提があくまでも中国出身の帰国留学生か華人系教授である場合にはそれでも問題ないかもし
れないが，まったく中国語のできない外国人となると問題ははるかに複雑になってくる。彼らは中
国語で実施される教授会の議論についていくことができない。つまりはあくまで外部要員という存
在で，内部とは切り離されている。この点97％を占める華僑・華人教授に関していえばこうした
問題はクリアできているが，国籍国に家族を置いてきているケースも多いという。
６）国内組との齟齬
　国内にいる青年研究者の批判はもっともで，国内で同じ博士号を取得していながら，海外でポス
ドクを３年やっただけで，桁違いの研究費が提供される実態はあまりに差が大きい。この資金の対
象となることを念頭にポスドクのみを海外で経験してくる北京大学，清華大学，中国科学技術大学
などの学生が増加しており，大学院を海外で過ごし，博士号を取得し，中国国内の大学でポスドク
という学生には不公平感が残る。
　全体として青年千人採用者の給与水準は長年勤め上げた教授の倍，時には３倍程度に達しており，
その差はあまりに大きい。60歳代の経験豊富な教授が10万元から20万元，海外から戻ったばかり
の30歳代前半の研究者が30万元から40万元という状況には青年千人に選ばれた側からも，違和感
があるとの声が聞かれた。
　こうした声を反映するかのように，2012年８月には新たに，中央および国務院の批准を受け，
中央組織部，人力資源和社会保障部など11部門・単位が一体となって，新たに万人計画を出して
いる。これは千人計画が主に海外からの帰国研究者を対象としているのに対して，３年間の科研費
付与が終了した後をどのように，引き続き彼らに活躍してもらうのかという国内組となった人々へ
の配慮が背景にある。
　これによれば，2012年から10年程度の時間をかけて，１万名の自然科学，工程技術，哲学・社
会科学および高等教育領域の優れた人材，その領域を引き上げる人材，青年のずば抜けた人材によ
19青年千人採用者へのインタビューより。2016年12月23日
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り，海外高度人材計画を補充し，相互に国内の高度革新的創業人材の開発システムを補い，レベル
の引き上げを目的とする。
　一定期間の研究費を付与したら，あとは何もないという状態では，海外から引き抜いてきた研究
者がまた戻ってしまう状況が考えられる。得られる研究費の幅や対応した施策が続かないことには，
彼らは中国に残るという選択をするかどうかは不明である。とりわけ，家族を国籍国にのこしてき
た人々については，当初長期という名目で中国に来たにもかかわらず，実質は短期的にしか，中国
には暮らしていないという指摘もある。
　また，創業人材に関していえば，成功率は５％程度という。５％であっても，投資効果は大きい
と考えられる分野もあるが，数が増えるに従い，リスクも拡大するとも考えられる。
７．結論：受け入れ国としての中国のこれから
　以上のとおり，経済改革・対外開放から40年近い歳月を経て，いまや中国は華僑・華人を中心
とする海外高度人材を受け入れる国に変貌し始めている。莫大な国家予算を科学技術の発展のため
に投下するという今回の千人計画は青年千人に選ばれたQさんからは帰国の呼び水となったという
意見が聞かれた。何よりも西欧先進諸国が経済的不況の中にあって，大学，研究所ポストが狭き門
となっている。千人計画を通じてきわめて優秀な若手を中心とする人材に，職位が優先的に提供さ
れている効果は計り知れない。20年先を見据えて中国が本気で先端分野の開発とイノベーション
による起業の時代に入ったということを教えてくれる。さらに，こうした傾向は外国人を含む青年
千人の計画が拡大しつつあり，その対象には日本を含む東アジア諸地域の先端研究分野の研究者が
数多く含まれている20。
　動きの中心はあくまでも中国系の人々，すなわち海外に長期に在住する華僑・華人である。その
ことは従来華僑・華人を送り出してきた地域とは異なる領域で人々が華僑として，あるいは華人と
して在住する状況を数多く作り出している。これらの人々への対応をどういうルートでどのように
実施していくのか。中国国内のシステムの一部と不具合を生じていることは，前述の戸籍の問題と
の兼ね合いからもあきらかであろう。戸籍を基準として国内の人々の移動を管理してきた体制と，
海外から帰国し，そうした体制から一端切り離されたところで生活してきた人々との接合という問
題である。
　全体の中のほんの一部ではあるものの，外部を取り込んでいくことで，内部が少しずつ変容して
いく状況が千人計画からは読み取れる。現状は表現の自由や学問の自由に関して極めて厳しい制約
があり，社会科学領域でのこうした動向は特に見られない。また，出入国についても，スーパー人
材というべき外国人専門家以外は多くの制約がいまだに残っている。これらの点をいかに乗り越え
20筆者は2016年12月以来，科学技術領域の中国在住日本人研究者のチャットグループに参加している。
このグループは参加当初20人弱だったが，現在はすでに73名とほぼ３倍にに拡大している。
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ていくのか。千人で受け入れた人々が定着ではなく，３年で離職しているケースも聞かれる。その
中で改めて，華僑とはいかなる人々か，海外人材の一翼を担う彼らの位置づけが重要性を増してい
くものと考えられる。これらの状況を踏まえて，本施策の成果が改めて問われるものといえよう。
注記：本論文は日本学術振興会科学研究費基盤研究（ｃ）研究課題番号17K04161「移民政策としてみた高
度外国人材受け入れ政策の日本的特徴」（研究代表者：上林千恵子教授）の研究成果の一部である。
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